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２．異動する子会社（株式会社ファースト）の概要 

（１） 名 称 株式会社ファースト 

（２） 所 在 地 神奈川県大和市下鶴間 2791 番地５ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役会長  牧野 正勝 

（４） 事 業 内 容 ファクトリーオートメーション向け汎用画像処理装置の開発・製造・

販売等 

（５） 資 本 金 100 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 57 年８月２日 

（７） 大 株 主 及 び 持 分 比 率 大株主が個人であり、当該株主と当社との取り決めに基づき開示は控

えさせていただきます。 

（８） 上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 当社から従業員３名が当該会社に出向しておりま

す。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 平成 29 年３月期 

 純 資 産 464 百万円 563 百万円 566 百万円

 総 資 産 2,672 百万円 1,924 百万円 2,185 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 2,921 円 3,545 円 3,564 円

 売 上 高 2,891 百万円 3,788 百万円 2,020 百万円

 営 業 利 益 264 百万円 635 百万円 14 百万円

 経 常 利 益 212 百万円 592 百万円 4 百万円

 当 期 純 利 益 4 百万円 101 百万円 3 百万円

 １株当たり当期純利益 24 円 634 円 19 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 大株主が個人であり、当該株主と当社との取り決めに基づき開示は

控えさせていただきます。 

（２） 住 所 同上 

（３） 上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引

関係はございません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式（議決権所有割合）の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 ０株（議決権の数：０個、議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 158,900 株（議決権の数：158,900 個、議決権所有割合：100.0％）

（３） 取 得 価 額 2,066 百万円 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 158,900 株（議決権の数：158,900 個、議決権所有割合：100.0％）
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５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 30 年３月 29 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 30 年３月 29 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 30 年７月２日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

本株式取得は当社グループにおける中長期的な企業価値の向上を図る施策のひとつと考えておりますが、 

本件株式取得によりファースト社は、平成31年３月期第２四半期から当社の連結子会社となる予定であるた

め、当社の平成30年３月期連結業績に与える影響はありません。 

平成31年３月期連結業績に与える影響については現在精査中であり、今後開示が必要であると判断した場

合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


